
入札公告 

令和８年２月４日 

 次のとおり、一般競争入札を実施します。 

 

     

公立学校共済組合 

理事長 丸山 洋司  

 

１ 競争入札に付する事項等 

（１）件 名    「教職員のための共済フォーラム」配送等の業務委託 

（２）業務内容等  入札説明書及び仕様書のとおり 

（３）委託期間   令和８年４月１日から令和９年３月 31日まで 

（４）入札方法 

   入札金額は、（１）の総価とする。詳細は、入札説明書及び仕様書による。 

（５）入札書の提出日時及び場所 

   令和８年３月 13日（金）10時 30分 

   東京都千代田区神田駿河台二丁目９番５ 

公立学校共済組合本部 ４階 第四西会議室 

（６）開札の日時及び場所 

   上記（５）に同じ 

 

２ 入札参加資格 

（１）予算決算及び会計令第 70条の規定に該当しない者であること。 

なお、未成年者、被保佐人又は被補助人であって、契約締結のために必要な同意を得

ている者は、同条中、特別な理由がある場合に該当する。 

（２）予算決算及び会計令第 71条の規定に該当しない者であること。 

（３）資格審査結果通知書(全省庁統一資格)の「役務の提供等」においてＡまたはＢ等級に

格付けされ、関東・甲信越地域の競争参加資格を有し、入札予定日において資格有効期

間内であること。 

（４）国及び地方公共団体等から取引停止の措置を受けている期間中の者でないこと。 

（５）経営の状況又は信用度が極度に悪化していないと認められる者であり、適正な契約の

履行が確保される者であること。 

（６）令和３年度以降に、本件と同種の業務を履行した実績があること。 

   なお、同種の業務とは、１回当たりの配送件数が２万件以上かつ配送先別に件数が異

なる仕分け作業を含む業務とする。ただし、当該業務の一部を再委託した場合、再委託先

は１社までとする。 

（７） 以下のいずれかに該当する者であること。 

① 一般財団法人日本情報経済社会推進協会が付与するプライバシーマーク又は

ISO/IEC27001認証（JIS Q 27001認証も可とする）を取得している。 

② 令和３年度以降に、国又は地方公共団体若しくは地方公務員等共済組合法第３条第

【機密性１情報】 



１項及び第２項に基づき設立された法人が発注した配送業務の受託実績がある。 

（８）当共済組合本部から２時間以内の場所に事業所を有し、当該事業所が本契約の履行管

理及び当共済組合との協議・対応ができる者であること。 

（９）警察当局から、暴力団又は暴力団員が実質的に経営を支配する事業者又はこれに準ず

る者として、国発注業務等からの排除要請があり、当該状態が継続している者でないこ

と。 

（10）入札参加資格があると当共済組合が認めた者であること。 

（11）入札参加資格を確認する書類に虚偽の記載又は偽造をしていないと認められる者で

あること。 

 

３ 入札説明書及び仕様書の配付場所及び配付期間 

（１） 配付依頼先（原則、下記電子メールアドレス宛に依頼してください。） 

東京都千代田区神田駿河台二丁目９番５ 

 公立学校共済組合本部 財務部経理課契約統括係 

 電話：03－5259－5611（直通） 

 電子メールアドレス：keiri.keiyaku@kouritu.or.jp 

（２） 交付にあたって提出を要する資料 

   ① 担当者の名刺（電話番号およびメールアドレスが記載されたものに限る） 

   ② 身分証明書（社員証、運転免許証等） 

（３） 交付方法 

   ３（２）①に記載された電子メールアドレスへ送付 

   ※ 電子メール受信後に、３（１）へ電話又は電子メールで受信完了の連絡を行う

こと。 

（４） 配付期間 

令和８年２月４日（水）から令和８年３月５日（木）まで 

   （土日祝日を除く 10時から 17時まで。ただし、12時から 13時までを除く。） 

 

４ その他 

（１）入札保証金及び契約保証金 

   免除する。 

（２）入札の無効 

   本公告に示した競争参加資格のない者による入札及び入札に関する条件に違反した

入札は無効とする。 

（３）契約書作成の要否 

   要 

（４）落札者の決定方法 

   入札金額が予定価格の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行った者を落札者と

する。 

   ただし、落札者となるべき者の入札価格によっては、その者により当該契約の内容

に適合した履行がなされないおそれがあると認められるとき、又はその者と契約を締

結することが公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれがあって著しく不適当である



と認められるときは、予定価格の制限の範囲内の価格をもって入札した他の者のうち

最低の価格をもって入札した者を落札者とすることがある。 

（５）その他 

   詳細は入札説明書による。 


